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１， はじめに 
 火山噴火時，土砂災害防止法に基づき降灰厚調査

を行う場合があるが，立ち入り規制区域内は調査が

困難となるため,近年,長距離飛行可能なドローンに

よる調査方法が注目 1)されている。有珠山は概ね 20
～30 年周期で噴火しており,2000 年噴火から 24 年

経過している。ここでは,今後想定される有珠山噴火

とそれに伴う土砂移動現象の把握を想定して実施し

た VTOL 固定翼ドローンを用いた試験飛行結果と今

後の課題について述べる。 
２， 背景 
 図－１に 2000 年の有珠山噴火時に発行された

NOTAM（航空情報）に加え，火砕流及び火砕サージ

の影響を受ける可能性のある範囲 2)を赤太線で示し

た。当時,NOTAM の範囲は半径 5km、高さ 10km で

設定され,有人ヘリコプターによる調査もこの外側か

ら行われた。現在,有珠山の噴火警戒レベルが 5 に達

すると,赤太線範囲外への避難が必要となり,噴火に

伴う地表の変動,降灰や泥流発生状況等の定量的調査

は非常に難しくなる。このため,十分離れた地点から

飛行可能なドローンによる調査が重要となる。 
３， 離発着地点 
 図－２に示す離発着地点は，標高 600m 程度の台

地に位置する宿泊施設の駐車場である。有珠山まで

の見通しが良く,LTE の通信圏内であり,車両でのア

プローチが容易であることなどから,最もドローン発

着に適した地点と考えられた。このため,所有者の了

解を得た上で駐車場の一部を離発着場とした。 
４， 使用機材について 
 離発着地点から有珠山火口原までは、直線距離で

約 8km ある。したがって，ドローンの飛行性能とし

て往復 16km 以上の飛行が可能で，LTE 回線を介し

た操縦,飛行状況の常時モニタリングが可能な機種と

した。ここでは国内メーカー製の VTOL 固定翼機で

ある Qu-Kai FUSION 2.4（図-3）を採用した。本機

は垂直離発着可能な固定翼機であり，本体下部にジ

ンバル付きの高倍率ズームカメラを有している。ま

た,最大航続距離 120km、最大航続時間 120 分であ

り，今回の調査に十分な性能を有しているものと考

えられた。 
５， 飛行経路について 

図－３ Qu-Kai FUSION2.4 (通信状態確認のため、機体

前方のハッチを開けている状況) 
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図－１ 有珠山周辺図（赤太線範囲は気象庁の公開情報
2）をトレース、円柱部は 2000 年噴火後の 4月 3 日に発行
されたNOTAMの範囲 3）を立体的に示したもの） 

図－２ ドローンの飛行コース 
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 本機は、LTE 回線圏内を飛行することで,一般的な

マルチコプタードローンのリモコン操作による飛行

の限界である数 km を大幅に超える飛行が可能であ

る。ここでは，NTT docomo が公開している LTE 通

信エリアを参考に、LTE 圏内を通過し、なおかつ人

家や自動車道上を極力通過しない様，有珠山の入江

川上流端までを結ぶ,概ね 20km の飛行コースを設定

（図－２）した。やむなく道路上を通過する地点では

監視員を置き,安全対策を講じた。 

６， 飛行結果 

試験飛行は令和 5 年 11 月 13 日に行った。試験飛

行に当たっては航空法上の許可を得たほか,周辺自治

体,環境省,森林管理局,北海道庁など関係機関への説

明も了している。図-4 は撮影結果の一部である。往

復に要した時間は入江川上流端の往復飛行を含め約

20 分であった。途中、LTE 回線の途絶もなく、概ね

良好な通信環境であったことが把握された。今回の

飛行では、通常 2 本搭載するバッテリーを 1 本で飛

行を行い、帰還後のバッテリー容量は約 46％の残量

であった。 
７， 今後の課題 

現状,LTE回線を利用した飛行は対地高度150m以

下で飛行する必要がある。しかしながら噴火時は降

灰の影響や LTE 基地局の被災も想定されるため,対

地高度 150ｍ以上の高高度での飛行も想定しておく

必要がある。ドローンの高高度飛行を実現可能な通

信手段として,地球低軌道衛星（LEO コンステレーシ

ョン）と直接通信を行う方式が現在最も実現性が高

いと考えられるため,国内携帯電話事業者にコンタク

ト中である。また,広域災害を想定した自治体防災訓

練での VTOL ドローンの利活用や技術の継承につい

ての枠組みについても今後検討していきたい。 
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図-4 飛行状況 
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